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1．韓国における著作権法改正の経緯
著作権法については，2004年1月15日法律第7233号による改正，著作権
法施行令については，2005年6月30日大統領令第18932号による改正があ
り，2006年12月28日法律第8101号により著作権法が全面的に改正され，こ
れに伴い，著作権法施行令も2007年6月29日大統領令第20135号より全面
的に改正された。
2009年4月22日法律第9625号による著作権法の一部改正により，2002年
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12月30日法律第6843号に改正された「コンピューター・プログラム保護
法」が廃止され，著作権法に統合された。さらに，著作権法については，
2009年7月31日法律第9785号による改正があり，著作権法施行令について
は，2010年1月27日大統領令第22003号による改正がなされた。
2．法の統合と特例措置
1）「著作権法」と「コンピューター・プログラム保護法」の統合
性格が類似する一般の著作物とコンピューター・プログラム著作物を
「著作権法」と「コンピューター・プログラム保護法」でそれぞれ規定し
ていると政策の樹立及び執行の効率性が低下するため，2つの法律を統合
することにされた。2009年4月22日法律第9625号による著作権法の一部改
正により，「コンピュ－ター・プログラム保護法」が廃止され，著作権法
に統合された。コンピューター・プログラムを含む著作物の全体を同一の
法律で規定することによって一貫した政策の推進が可能となるものと期待
されたのである（法第2条第34号新設）。
2）コンピューター・プログラム著作物に対する特例
コンピューター・プログラム著作物の場合は，一般の著作物とは異なる
特性があるが，これを勘案した別途の規定が必要である。そこで，「「プロ
グラムコード逆分析」とは，独立に創作されたコンピューター・プログラ
ム著作物と異なるコンピューター・プログラムとの互換に必要な情報を得
るためにコンピューター・プログラム著作物コードを複製又は変換するこ
とをいう」という定義規定を置くことにより，プログラム著作権の制限，
プログラム・コ一ド逆分析，プログラム排他的発行権の設定，プログラム
の寄託規定等を一般的な著作物に対する特例として規定した。
コンピューター・プログラム著作物に対してこのような特例規定をおく
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ことによって，コンピューター・プログラム著作物だけに特化された保護
水準及び範囲を維持することができるものと期待されたのである（法第
101条の2ないし第101条の7新設）。
3．著作権委員会の設置
1）1987年に，旧著作権法第81条に基づいて，著作権及び著作権法に
よって保護される権利に関する紛争を，裁判所の外で最小限の費用により
適時に審議し和解を支援するために，「著作権審議調停委員会（CDCC）」
が，設立された。
2）プログラム審議調停委員会は，コンピューター・プログラム保護法
（以下，「プログラム保護法」という。）第35条に設立の根拠を置き，プロ
グラムに関する事項を審議し，プログラム保護法により保護される権利に
関する紛争を斡旋・調停するための機関のことであり（同条第1項），プ
ログラム保護法を所管する情報通信部の所属機関として位置づけられてい
た。その後，2006年10月4日のコンピューター・プログラム保護法一部改
正法により，「プログラム審議調停委員会」の名称は，同改正法の施行日
である2007年4月25日以降，「コンピューター・プログラム保護委員会」
に改称されたのである（同改正法第35条）
3）韓国著作権委員会の設立（法第112条及び第112条の2）
2006年12月1日に改正された新著作権法（2007年6月29日施行）により，
「著作権審議調停委員会」は，「著作権委員会」に改称された（現行法112
条以下）。この委員会は，著作権法を所管する文化体育観光部の所属機関
として位置付けられる。
著作権委員会は，その前身である著作権審議調停委員会が担当していた
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業務，主に，紛争の斡旋・調整，著作権委託管理業者の手数料等の料率や
金額に関する事項，文化体育観光部長官（韓国語「장관（長官）」）又は委
員3人以上が共同で付議する事項の審議を行うものとされ，又，著作物に
関する利用秩序の確立と公正な利用を図るための事業，国際協力，研究・
教育と広報，策定支援，技術的保護措置及び権利管理情報に関する政策支
援，著作権情報提供のための情報管理システムの構築と運用，著作権侵害
などに関する鑑定を実施する。
4）著作権委員会によるコンピューター・プログラム保護委員会の統合
2009年4月22日著作権法とコンピューター・プログラム保護法の統合に
合わせて関連団体を統合し，著作権を効果的に保護するため，著作権委員
会の業務を拡大して組織を整備することとし，著作権委員会とコンピュー
ター・プログラム保護委員会を統合した著作権委員会を設立することによ
り，著作権の保護及び組織の運営の効率性が促されるものと期待された。
4．著作権委員会の業務内容と権限
1）意義
著作権委員会は，現行の著作権法第112条1項に設立の根拠を置き，著
作権法により保護される権利に関する紛争を調停するための機関のことを
言う。著作権委員会は，著作権法を所管する文化体育観光部の所属機関と
して位置付けられる。
まず，著作権法により保護される権利に関する紛争は，以下のようであ
る。
（1）著作財産権に関する紛争
①著作者の許諾なしに著作物を複製した場合
②著作者の許諾なしに著作物を公演した場合
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③著作者の許諾なしに著作物を放送した場合
④著作者の許諾なしに翻訳，編曲，脚色又は映画として製作した場合
（2）著作人格権に関する紛争
①著作者の許諾なしに未公表著作物を公表した場合
②著作者の許諾なしに著作者の氏名を表示せず，又は異なって表示し
た場合
③著作者の許諾なしに著作物の題号や形式及び内容を変更した場合
（3）著作隣接権に関する紛争
①歌手，演奏者等実演者の許諾なしにその実演を写真撮影，録音・録
画又は放送し，又はその実演が録音された販売用レコードを営利目
的で貸与した場合
②レコード製作者の許諾なしにそのレコードを複製・配布した場合又
は営利目的で貸与した場合
③放送事業者の許諾なしにその放送を同時中継放送し，又は録音・録
画又は写真で撮影した場合
（4）補償金に関する紛争
販売用レコードを使用した放送に対し，放送事業者が実演者とレコー
ド製作者に支払う補償金に関して合意がなされない場合
2）業務
委員会の業務は，著作権及びこの法律により保護される「著作権」に関
する事項を審議し，著作権に関する紛争を斡旋，調停し，著作権の保護及
び公正な利用に必要な事業を遂行することであるが，以下に記載するよう
に著作権に関連する多岐に及ぶ広範囲に及ぶ業務を担っている（第113条）。
〈改正2008.2.29，2009.4.22〉
1 紛争の斡旋及び調停
2 第105条第6項の規定による著作権委託管理業者の手数料及び使用
韓国著作権委員会 213
料の率又は額に関する事項並びに文化体育観光部長官又は委員3人以
上が共同で付議した事項の審議
3 著作物等の利用秩序の確立及び著作物の公正な利用を図るための事
業
4 著作権保護のための国際協力
5 著作権の研究，教育及び広報
6 著作権政策の策定の支援
7 技術的保護措置及び権利管理情報に関する政策の策定の支援
8 著作権情報提供のための情報管理システムの構築及び運営
9 著作権の侵害等に関する鑑定
10 第133条の3の規定によるオンラインサービス提供者に対する是正
勧告及び文化体育観光部長官に対する是正命令の要請
11 法令により委員会の業務と定められ，又は委託する業務
12 その他，文化体育観光部長官が委託する業務
※著作権登録の手続
著作権は，著作権法の規定により文化観光部に登録することができ，著
作権審議調停委員会で著作権登録業務を担当していたが，2007年6月29日
に施行された改正著作権法により，上記委員会の名称が著作権委員会に変
更された。
申請人は，著作権，出版権又は著作隣接権の登録申請書に加えて，添付
書類（著作物等の明細書，登録関連媒体，登録税の領収書，登録事由の証
明書類，必要な場合に著作権登録のための第三者の同意又は承認を立証す
る書類，委任状等）を著作権委員会に提出することによって著作権等の登
録を申請することができ，外国人も直接申請行為をすることができる。
2007年6月29日に施行された改正著作権法は，登録制度以外にも著作物
等の安全な流通を保障し，健全な著作権の秩序を維持するために著作権認
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証制度を導入することを規定している。
3）委員会の構成と機能（第112条の2）
委員会は，委員長1人，副委員長2人を含む20人以上25人以下の委員か
ら構成される。委員は，次の各号に掲げる者の中から文化体育観光部長官
が委嘱し，委員長及び副委員長は，委員の中から互選される。この場合に，
文化体育観光部長官は，この法律により保護される権利の保有者及びその
利用者の利害を反映する委員の数が均衡を保つようにしなければならず，
分野別の権利者団体又は利用者団体等に委員の推薦を要請することができ
る。
委員の有資格者は，①大学若しくは公認研究機関において副教授以上若
しくはこれに相当する職位にある者又はあった者として，著作権関連分野
を専攻した者，②判事又は検事の職にある者及び弁護士の資格を有する者，
③4級以上の公務員若しくはこれに相当する公共機関の職にある者又は
あった者として，著作権又は文化産業分野の実務経験を有する者，④著作
権若しくは文化産業関連団体の役員の職にある者又はあった者，⑤その他，
著作権又は文化産業関連業務に関する学識と経験が豊かな者である。
委員の任期は3年であり，再任を妨げないとされる。ただし，職位を指
定して委嘱する委員の任期は，当該職位に在任する期間とされる。委員に
欠員が生じたときは，第2項の規定に定める有資格者からその補欠委員を
委嘱しなければならず，その補欠委員の任期は，前任者の残任期間とされ
る。ただし，委員の数が20人以上の場合は，補欠委員の委嘱をしないこと
ができる。
委員会の業務を効率的に遂行するため，分野別に分科委員会を置くこと
ができる。分科委員会が委員会より委任を受けた事項について議決したと
きは，委員会が議決したものとみなされる。［本条新設2009.4.22］
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5．著作権委員会による斡旋
委員会の主要な業務は，まず斡旋である。第113条の2（斡旋）に，著
作権委員会による斡旋手続が定められている。まず，紛争に関する斡旋を
受けようとする者は，斡旋申請書を委員会に提出して斡旋を申請すること
ができる。委員会が前項の規定による斡旋の申請を受けたときは，委員長
は，委員の中から斡旋委員を指名し，斡旋に当たらせなければならない。
斡旋委員は，斡旋では紛争解決の可能性がないと認めたときは，斡旋を中
断することができる。斡旋中の紛争について，この法律による調停の申立
てがあったときは，当該斡旋は中断したものとみなされる。斡旋が成立し
たときは，斡旋委員は，斡旋書を作成し，関係当事者とともに記名捺印し
なければならない。その他，斡旋の申請及び手続について必要な事項は，
大統領令で定める。［本条新設2009.4.22］
6．著作権委員会による調停部の設置
次に，委員会の主要な業務は調停である。委員会は，その紛争調停業務
を効率的に遂行するため，委員会に1人又は3人以上の委員からなる調停
部を定め，そのうちの1人は，弁護士の資格を有する者でなければならな
いとする。法第114条の規定による調停部は，3名の委員から構成する。
ただし，調停申立金額が500万ウォン以下の事件については，委員会の委
員長が指定する1名の委員が調停業務を遂行することができる（大統領令
第60条）。その他，調停部の構成及び運営等について必要な事項は，大統
領令で定められる（第114条の1）。
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7．調停手続
（1）調停の申立て
著作者人格権，著作財産権及び著作隣接権など著作権法により保護され
る権利に関する紛争が発生し，紛争の調停を受けようとする者は，当事者，
申立ての趣旨，申立ての原因を記載した調停申立書を委員会に提出し，紛
争の調停の申立てをすることができる（第114条の2）。［本条新設2009.4.
22］
この申立てには，調停申立書に加えて，著作権者であることを証明する
書類，著作者の著作物及び紛争対象著作物，法人登記簿謄本，謝罪広告文
案，著作物登録証，委任状等を添付しなければならない。
（2）調停手続
調停手続は，非公開を原則とする。ただし，調停部長は，当事者の同意
を得て，適当と認める者に傍聴を許可することができる（第115条）。調停
手続において当事者又は利害関係人のした陳述は，訴訟又は仲裁手続にお
いて援用することが制限されている（第116条）。紛争調停申立て費用（基
準：1件当り）は，委員会が定める。
（3）調停の実施
申請書が提出されれば，委員長が担当調停部を指定する。必要な場合，
申請人又は被申請人等の当事者又は利害関係人の出席又は証明書類の補
完・提出要求，証人・書証・検証・鑑定等の方法により証拠調べを実施す
る。
調停は非公開が原則であり，弁護士，支配人，法定代理人その他法律上
訴訟代理権がある者を除いては，調停部長の許可を受けた者に限り，調停
期日に当事者を代理する。当事者及び利害関係者の陳述は，書面又は口述
で進められる。
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8．調停の成立と効力
調停によって紛争の当事者間に合意された事項を調書に記載することに
より成立する。調停が成立すれば，この調書は，裁判上の和解と同一の効
力を有する。ただし，当事者が任意に処分することができない事項に関す
るものは，この限りでない（第117条）。調停が成立しない場合，訴訟その
他の方法により紛争を解決することになる。
9．調停費用等
調停費用の額は，委員会が定める。調停費用は，申立人が負担する。た
だし，調停が成立した場合において，特約のないときは，各当事者が均等
に負担しなければならない。調停の申立及び手続，調停費用の納付方法に
ついて必要な事項は，大統領令で定める（第118条）。〈改正2009.4.22〉
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調停申請の金額 調停費用
百万ウォン未満 10,000ウォン
百万ウォン以上～5百万ウォン未満 30,000ウォン
5百万ウォン以上～1千万ウォン未満 50,000ウォン
1千万ウォン以上 100,000ウォン
金額に換算できない事件 50,000ウォン
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ジェトロ「改正著作権法施行後，初の「アカウント停止」命令」
【法令】
金亮完『韓国編』「著作権法」CRIC（公益社団法人著作権情報センター）
「（韓国）コンピュータープログラム保護法」を追加」
sonoda.e-jurist.net/korea/law/program.html
【資料1】
【法令】
著作権法の制定の経緯
制定 1957年1月28日 法律第432号
全部改正 1986年12月31日 法律第3916号
全部改正 2006年12月28日 法律第8101号
改正1989年12月30日 法律第4183号
1990年12月27日 法律第4268号
1991年3月8日 法律第4352号
1993年3月6日 法律第4541号
1994年1月7日 法律第4717号
1994年3月24日 法律第4746号
1995年12月6日 法律第5015号
1997年12月13日 法律第5453号
2000年1月12日 法律第6134号
2003年5月27日 法律第6881号
2004年10月16日 法律第7233号
2006年10月4日 法律第8029号
2006年12月28日 法律第8101号
2008年2月29日 法律第8852号
2009年3月25日 法律第9529号
2009年4月22日 法律第9625号
2009年7月31日 法律第9785号
2011年6月30日 法律第10807号
2011年6月30日 著作権法
第1章 総則
第1条（目的）
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この法律は，著作者の権利及びこれに隣接する権利を保護し，著作物の公正な利用を
図ることにより，文化及び関連産業の向上発展に寄与することを目的とする。〈改正
2009.4.22〉
第2条（定義） この法律において使用する用語の定義は，次の通りである。〈改正
2009.4.22，2011.6.30〉
1．この法律において，「著作物」とは，人間の思想又は感情を表現した創作物をいう。
2．この法律において，「著作者」とは，著作物を創作する者をいう。
3．この法律において，「公演」とは，著作物又は実演，レコード，放送を上演し，演
じ，歌い，口演し，朗詠し，上映し，再生し，又はその他の方法により公衆に公開す
ることをいい，同一人の占有に属する区域内の場所の中でなされる送信（転送を除
く。）を含む。
4．この法律において，「実演者」とは，著作物を演じ，舞い，演奏し，歌い，口演し，
朗詠し，その他の芸能的方法により表現し，又は著作物ではないものをこれに類似す
る方法により表現する実演をする者をいい，実演を指揮，演出若しくは監督する者を
含む。
5．この法律において，「レコード」とは，音（音声，音響をいう。以下同じ。）が有形
物に固定されたもの（音が映像とともに固定されたものを除く。）をいう。
6．この法律において，「レコード製作者」とは，音をレコードに固定するにあたり全
体的に企画し責任を負う者をいう。
7．この法律において，「公衆送信」とは，著作物，実演，レコード，放送若しくはデ
ータベース（以下，「著作物等」という。）を公衆が受信し，又はアクセスさせる目的
をもって無線若しくは有線通信の方法により送信し，又は利用に供することをいう。
8．この法律において，「放送」とは，公衆送信のうち公衆が同時に受信させる目的を
もって音，映像若しくは音及び映像等を送信することをいう。
9．この法律において，「放送事業者」とは，放送を業とする者をいう。
10．この法律において，「転送」とは，公衆送信のうち公衆の構成員が個別的に選択し
た時間及び場所でアクセス可能なように著作物等を利用に供することをいい，それに
よってなされる送信を含む。
11．この法律において，「デジタル音声送信」とは，公衆送信のうち公衆に同時に受信
させる目的をもって公衆の構成員の要請により開始されるデジタル方式の音の送信を
いい，転送を除く。
12．この法律において，「デジタル音声送信事業者」とは，デジタル音声送信を業とす
る者をいう。
13．この法律において，「映像著作物」とは，連続した映像（音の随伴有無は問わな
い。）が収録された創作物であって，その映像を機械又は電子装置により再生して見
せ，又は聞かせることができるものをいう。
14．この法律において，「映像製作者」とは，映像著作物の製作においてその全体を企
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画し責任を負う者をいう。
15．この法律において，「応用美術著作物」とは，物品に同一の形状にて複製され得る
美術著作物であって，その利用された物品と区分して独自性を認めることができるも
のをいい，デザイン等を含む。
16．この法律において，「コンピューター・プログラム著作物」とは，特定の結果を得
るためにコンピューター等情報処理能力をもつ装置（以下，「コンピューター」とい
う。）内において直接又は間接に使用される一連の指示，命令により表現された創作
物をいう。
17．この法律において，「編集物」とは，著作物及び符号，文字，音，映像，その他の
形態の資料（以下，「素材」という。）の集合物をいい，データベースを含む。
18．この法律において，「編集著作物」とは，編集物でその素材の選択，配列又は構成
に創作性を有するものをいう。
19．この法律において，「データベース」とは，素材を体系的に配列又は構成した編集
物であって，個別的にその素材に接近し，又は検索するようにしたものをいう。
20．この法律において，「データベース製作者」とは，データベースの製作又はその素
材の更新，検証又は補充（以下，「更新等」という。）に人的若しくは物的に相当な投
資をした者をいう。
21．この法律において，「共同著作物」とは，2人以上が共同して創作した著作物で
あって，各人の寄与した部分を分離して利用することができないものをいう。
22．この法律において，「複製」とは，印刷，写真撮影，複写，録音，録画，その他の
方法により有形物に固定し，又は有形物に改めて製作することをいい，建築物の場合
はその建築のための模型又は設計図書により施工することを含む。
23．この法律において，「配布」とは，著作物等の原本若しくはその複製物を公衆に対
価を受け，又は受けず，譲渡又は貸与することをいう。
24．この法律において，「発行」とは，著作物又はレコードを公衆の需要を満たすため
に複製，配布することをいう。
25．この法律において，「公表」とは，著作物を公演，公衆送信，展示，又はその他の
方法により公衆に公開する場合と著作物を発行する場合とをいう。
26．この法律において，「著作権信託管理業」とは，著作財産権者，出版権者，著作隣
接権者又はデータベース製作者の権利を有する者のために，その権利の信託を受けて
持続的に管理する業をいい，著作物等の利用に係って包括的に代理する場合を含む。
27．この法律において，「著作権代理仲介業」とは，著作財産権者，出版権者，著作隣
接権者又はデータベース製作者の権利を有する者のために，その権利の利用に係る代
理若しくは仲介行為をする業をいう。
28．この法律において，「技術的保護措置」とは，次の各目のいずれか一に該当する措
置をいう。
イ．著作権，その他この法律により保護を受ける権利の行使に係り，この法律により
222 専修法学論集 第123号
保護を受ける著作物等に対する接近を効果的に防止し，又は抑制するために，その
権利者及び権利者の同意を得た者が適用する技術的措置
ロ．著作権，その他この法律により保護を受ける権利に対する侵害行為を効果的に防
止し，又は抑制するために，その権利者及び権利者の同意を得た者が適用する技術
的措置
29．この法律において，「権利管理情報」とは，次の各目のいずれか一に該当する情報
若しくは当該情報を表す数字又は符号であって，各情報が著作物等の原本及びその複
製物に附着し，又はその公演，実行，公衆送信に伴われるものをいう。
イ．著作物等を識別するための情報
ロ．著作者，著作財産権者，版権者，プログラムの排他的発行権者，著作隣接権者若
しくはデータベース製作者を識別するための情報
ハ．著作物等の利用方法及び条件に関する情報
30．この法律において，「オンラインサービス提供者」とは，次の各目のいずれか一に
該当する者をいう。
イ．利用者が選択した著作物等をその内容の修正なしに利用者が指定した地点の間で
情報通信網（情報通信網の利用促進及び情報保護等に関する法律第2条第1項第1
号の情報通信網をいう。以下同じ。）を通じて伝達するために送信し，又は経路を
指定し，若しくは連結を提供する者
ロ．利用者らが情報通信網に接続し，又は情報通信網を通じて著作物等を複製，伝送
するようにサービスを提供し，又はそのための設備を提供若しくは運営する者
31．この法律において，「業務上著作物」とは，法人，団体，その他の使用者（以下，
「法人等」という。）の企画下に法人等の業務に従事する者が業務上作成する著作物を
いう。
32．この法律において，「公衆」とは，不特定多数人（特定多数人を含む。）をいう。
33．この法律において，「認証」とは，著作物等の利用の許諾等のために正当な権利者
であることを証明することをいう。
34．この法律において，「プログラムコード逆分析」とは，独立に創作されたコンピュ
ーター・プログラム著作物と異なるコンピューター・プログラムとの互換に必要な情
報を得るためにコンピューター・プログラム著作物コードを複製又は変換することを
いう。
第2条の2（著作権保護に関する施策の樹立等）
①文化体育観光部長官は，この法律の目的を達成するために，次の各号の施策を樹立，
施行することができる。
1．著作権の保護及び著作物の公正な利用環境造成のための基本政策に関する事項
2．著作権認識拡散のための教育及び広報に関する事項
3．著作物等の権利管理情報及び技術的保護措置の政策に関する事項
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②前項の規定による施策の樹立，施行に必要な事項は，大統領令で定める。［本条新設
2009.4.22］
第8章 韓国著作権委員会〈改正2009・4・22〉
第112条（韓国著作権委員会の設立）
（1）著作権及びこの法律により保護される権利（以下，本章において「著作権」とい
う。）に関する事項を審議し，著作権に関する紛争（以下，「紛争」という。）を斡旋，
調停し，著作権の保護及び公正な利用に必要な事業を遂行するため，韓国著作権委員
会（以下，「委員会」という。）をおく。
（2）委員会は，法人とする。
（3）委員会に関し，この法律において定めていない事項については，「民法」の財団法
人に関する規定を準用する。この場合において，委員会の委員は理事とみなす。
（4）委員会でない者は，韓国著作権委員会の名称を使用することができない。［全文改
正2009.4.22］
第112条の2（委員会の構成機能）
（1）委員会は，委員長1人，副委員長2人を含む20人以上25人以下の委員から構成す
る。
（2）委員は，次の各号に掲げる者の中から文化体育観光部長官が委嘱し，委員長及び
副委員長は，委員の中から互選する。この場合において，文化体育観光部長官は，こ
の法律により保護される権利の保有者及びその利用者の利害を反映する委員の数が均
衡を保つようにしなければならず，分野別の権利者団体又は利用者団体等に委員の推
薦を要請することができる。
1．大学若しくは公認研究機関において副教授以上若しくはこれに相当する職位にあ
る者又はあった者として，著作権関連分野を専攻した者
2．判事又は検事の職にある者及び弁護士の資格を有する者
3．4級以上の公務員若しくはこれに相当する公共機関の職にある者又はあった者と
して，著作権又は文化産業分野の実務経験を有する者
4．著作権若しくは文化産業関連団体の役員の職にある者又はあった者
5．その他著作権又は文化産業関連業務に関する学識と経験が豊かな者
（3）委員の任期は3年とし，再任を妨げない。ただし，職位を指定して委嘱する委員
の任期は，当該職位に在任する期間とする。
（4）委員に欠員が生じたときは，第2項の規定によりその補欠委員を委嘱しなければ
ならず，その補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし，委員の数が20人以
上の場合は，補欠委員の委嘱をしないことができる。
（5）委員会の業務を効率的に遂行するため，分野別に分科委員会をおくことができる。
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分科委員会が委員会より委任を受けた事項について議決したときは，委員会が議決し
たものとみなす。［本条新設2009.4.22］
第113条（業務）
委員会は，次の各号に掲げる業務を行う。〈改正2008.2.29，2009.4.22〉
1．紛争の斡旋及び調停
2．第105条第6項の規定による著作権委託管理業者の手数料及び使用料の率又は額に
関する事項並びに文化体育観光部長官又は委員3人以上が共同で付議した事項の審議
3．著作物等の利用秩序の確立及び著作物の公正な利用を図るための事業
4．著作権保護のための国際協力
5．著作権の研究，教育及び広報
6．著作権政策の策定の支援
7．技術的保護措置及び権利管理情報に関する政策の策定の支援
8．著作権情報提供のための情報管理システムの構築及び運営
9．著作権の侵害等に関する鑑定
10．第133条の3の規定によるオンラインサービス提供者に対する是正勧告及び文化体
育観光部長官に対する是正命令の要請
11．法令により委員会の業務と定められ，又は委託する業務
12．その他，文化体育観光部長官が委託する業務
第113条の2（斡旋）
（1）紛争に関する斡旋を受けようとする者は，斡旋申請書を委員会に提出して斡旋を
申請することができる。
（2）委員会が前項の規定による斡旋の申請を受けたときは，委員長が委員の中から斡
旋委員を指名し，斡旋に当たらせなければならない。
（3）斡旋委員は，斡旋では紛争解決の可能性がないと認めたときは，斡旋を中断する
ことができる。
（4）斡旋中の紛争についてこの法律による調停の申立があったときは，当該斡旋は中
断したものとみなす。
（5）斡旋が成立したときは，斡旋委員は斡旋書を作成し，関係当事者とともに記名捺
印しなければならない。
（6）斡旋の申請及び手続について必要な事項は，大統領令で定める。［本条新設2009.
4.22］
第114条（調停部）
（1）委員会の紛争調停業務を効率的に遂行するため，委員会に1人又は3人以上の委
員からなる調停部をおき，そのうちの1人は，弁護士の資格を有する者でなければな
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らない。
（2）前項の規定による調停部の構成及び運営等について必要な事項は，大統領令で定
める。
第114条の2（調停の申立等）
（1）紛争の調停を受けようとする者は，申立の趣旨と原因を記載した調停申立書を委
員会に提出し，その紛争の調停の申立てをすることができる。
（2）前項の規定による紛争の調停は，前条の規定による調停部が行う。［本条新設
2009.4.22］
第115条（非公開）
調停手続は，非公開を原則とする。ただし，調停部長は，当事者の同意を得て，適当
と認める者に傍聴を許可することができる。
第116条（陳述の援用の制限）
調停手続において当事者又は利害関係人のした陳述は，訴訟又は仲裁手続において援
用することができない。
第117条（調停の成立）
（1）調停は，当事者間に合意された事項を調書に記載することにより成立する。
（2）前項の規定による調書は，裁判上の和解と同一の効力を有する。ただし，当事者
が任意に処分することができない事項に関するものは，この限りでない。
第118条（調停費用等）
（1）調停費用は，申立人が負担する。ただし，調停が成立した場合において，特約の
ないときは，各当事者が均等に負担するものとする。
（2）調停の申立及び手続，調停費用の納付方法について必要な事項は，大統領令で定
める。〈改正2009.4.22〉
（3）前項の調停費用の額は，委員会が定める。〈改正2009.4.22〉
第119条（鑑定）
（1）委員会は，次の各号のいずれかに該当する場合には，鑑定を実施することができ
る。〈改正2009.4.22〉
1．法院又は捜査機関等から，裁判または捜査のため，著作権の侵害等に関する鑑定
の要請を受けた場合
2．第114条の2の規定による紛争調停のため，紛争調停の両当事者からプログラム
及びプログラムに関連した電子的情報等に関する鑑定の要請を受けた場合
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（2）前項の規定による鑑定手続及び方法等に関して必要な事項は，大統領令で定める。
（3）委員会は，第1項の規定による鑑定を実施したときは，鑑定手数料を徴収するこ
とができ，その額は委員会が定める。
【資料2】著作権法施行令
制定 1959年4月22日大統領令1482号
全部改正 1987年7月1日大統領令12194号
全部改正 2007年6月29日大統領令20135号
2008年2月29日 大統領令20676号
2008年12月3日 大統領令21148号
2009年7月22日 大統領令21634号
2009年8月6日 大統領令21676号
2010年1月27日 大統領令22003号
第56条（委員長と副委員長）
（1）委員会の委員長は，委員会を代表し，委員会の業務を統括する。〈改正2009.7.22〉
（2）副委員長は，委員長を補佐し，委員長がやむを得ない事由により職務を遂行する
ことができないときは，委員長があらかじめ指定した副委員長がその職務を代行する。
第57条（会議召集及び議決定足数）
（1）委員会の委員長は，委員会を召集し，その議長となる。〈改正2009.7.22〉
（2）委員会の会議は，在籍委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができず，
出席した委員の3分の2以上の賛成がなければ議決することができない。〈改正
2009.7.22〉
（3）委員会の委員は，自己と直接利害関係を有する案件の審議，調停，斡旋又は議決
に参加することができない。〈改正2009.7.22〉
第58条（委員の待遇等）
（1）委員長を除く委員会の委員は，非常勤とする。〈改正2009.7.22〉
（2）常勤の委員には報酬を支給し，非常勤の委員には予算の範囲内において業務の遂
行に必要な実費を支給することができる。
（3）常勤の委員は，その職務以外に営利を目的とする業務に従事することができず，
文化体育観光部長官の承認がなければ，他の職務と兼務することができない。〈改正
2008.2.29〉
第59条（分科委員会の構成及び運営）
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法第112条の2第5項の規定による分科委員会の構成及び運営について必要な事項は，
委員会の議決を経て委員会の委員長が定める。［全文改正2009.7.22］
第59条の2（斡旋）
（1）法第113条の2の規定により紛争に関する斡旋を受けようとする者は，次の各号の
事項を記載した斡旋申請書を委員会に提出しなければならない。
1．当事者の姓名及び住所（代理人がいる場合はその代理人の姓名及び住所を含む。）
2．申請の趣旨及び理由
3．前項の規定による斡旋の手続等に関して必要な事項は，委員会の議決を経て委員
長が定める。［本条新設2009.7.22］
第60条（調停部の構成及び運営）
法第114条の規定による調停部は，3名の委員から構成する。ただし，調停申立金額
が500万ウォン以下の事件については，委員会の委員長が指定する1名の委員が調停業
務を遂行することができる。〈改正2009.7.22〉
第61条（調停の手続等）
（1）法第114条の2の規定による紛争の調停を申し立てようとする者は，委員会の定め
るところに従い，調停申立書を委員会に提出しなければならない。〈改正2009.7.22〉
（2）前項の規定により調停を申し立てる者は，調停費用の一部を予納し，調停が成立
したときは，各当事者がその余の調停費用を納付しなければならない。この場合にお
いて，調停費用の納付手続については，委員会の議決を経て委員会の委員長が定める。
〈新設2009.7.22〉
（3）委員長は，第1項の規定による調停の申立を受けたときは，調停部を指定し，調
停申立書を調停部に回付しなければならない。〈改正2009.7.22〉
（4）調停部は，調停案を作成して当事者に提示しなければならない。ただし，調停成
立の見込みがないことが明らかなときは，この限りでない。〈改正2009.7.22〉
（5）調停部は，調停の申立のあった日から3月以内に調停を行わなければならない。
ただし，特別の事由のあるときは，両当事者の同意を得て，1月の範囲内において1
回に限り，その期間を伸長することができる。〈改正2009.7.22〉
（6）法第119条第1項第2号の規定による鑑定が実施される場合，鑑定期間は前項の調
停期間に算入しない。〈新設2009.7.22〉
第62条（出頭の要求等）
（1）委員会は，紛争の調停のために必要な場合には，当事者，その代理人若しくは利
害関係人の出頭を要求し，又は関係書類の提出を求めることができる。〈改正
2009.7.22〉
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（2）前項の規定による出頭を要求するためには，7日前に当事者，その代理人又は利
害関係人に書面により知らせなければならない。
（3）委員会は，調停当事者以外の者が委員会の出頭要求に応じて出頭した場合には，
手当及び旅費等の実費を支給することができる。〈改正2009.7.22〉
（4）委員会は，調停に関する調書及び関係記録を管理し保存しなければならない。〈改
正2009.7.22〉
第63条（調停の不成立）
（1）次の各号のいずれかに該当する場合は，調停は成立しなかったものとみなす。〈改
正2009.7.22〉
1．当事者が正当な事由がないにもかかわらず，前条による出頭要求に応じなかった
場合
2．調停の申立のあった日から第61条第5項に規定する期間が経過した場合
3．当事者間において合意が成立しなかった場合
（2）前項の規定により調停が成立しなかった場合には，その事由を調書に記載しなけ
ればならない。
第64条（鑑定手続及び方法等）
（1）法第119条第1項の規定により鑑定を要請しようとする者は，次の各号の資料を委
員会に提出しなければならない。〈改正2009.7.22〉
1．鑑定対象著作物の原本又は写本
2．侵害に関する鑑定要請の場合には，関連著作物の類似性を比較できる資料
3．その他委員会が鑑定に必要と判断して要請する資料
（2）委員会は，鑑定をするためには，鑑定専門委員会を構成し，公正かつ客観的に処
理しなければならない。〈改正2009.7.22〉
（3）鑑定専門委員会には，専門的な鑑定のために，常任専門委員をおくことができる。
（4）鑑定専門委員会の構成及び鑑定の手続等に関して必要な事項は，委員会が定める。
〈改正2009.7.22〉
【資料3】
コンピューター・プログラム著作権
1．保護の対象
コンピューター・プログラムとは，特定の結果を得るためにコンピュータ等情報処
理能力を有する装置内で直接又は間接に使用される一連の指示・命令で表現されたも
のをいい，このように表現された創作物をコンピューター・プログラム著作物（以下
「プログラム著作物」という。），ソースコード・プログラムのみならず，オブジェク
ト・コード・プログラムもこれに含まれる。著作権法は，プログラム著作物を別途の
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法律を通じて保護すると規定しており，プログラム著作物の保護のために1986年にコ
ンピューター・プログラム保護法が制定された。
なお，コンピューター・プログラム保護法は，コンピューター・プログラムを保護
するもので，プログラム言語，規約および解法等は保護されない。
2．プログラム著作権
プログラムの著作者は，プログラムを複製・改作・翻訳・配布・発行・伝送・貸与
する権利を有する一方，プログラム著作物に対する公表権・氏名表示権・同一性維持
権等の著作者人格権を有する。
プログラム著作権は，プログラムが創作された時から発生し，何らかの手続や形式
の履行が必要でない。プログラム著作権は，プログラムが公表された翌年度から50年
間存続する。
3．プログラム著作物の登録
コンピューター・プログラム保護法により，プログラム著作者は，プログラム著作
物を登録することができる。プログラム著作物の登録は情報通信部が担当しており，
現在，プログラム審議調停委員会が登録手続を行っている（2007年4月5日に施行さ
れる改正コンピューター・プログラム保護法では，上記委員会の名称をコンピュータ
ー・プログラム保護委員会に変更した）。現行法はプログラムの創作後，1年が経過
した時はプログラムの登録をできないようにしているが，2007年4月5日に施行され
る改正コンピューター・プログラム保護法では，創作後1年が経過してもプログラム
登録ができるようにするものの，この場合，創作年月日に対する推定力は発生しない
ように規定している。
（1）登録効果
プログラム著作物を登録する場合，著作物の登録と同様に，①著作物の創作年月日
の推定，②創作事実の明確化，③侵害行為において侵害者の過失の推定及び④第三者
に対する対抗力の効果が発生する。
（2）登録手続
プログラム著作物を登録しようとする者は，プログラムの創作日から1年以内にプ
ログラム審議調停委員会に登録申請書及び関連書類を提出しなければならない。登録
手続は，著作物の登録手続と同じである。
①登録事項：プログラムの名称又は題号，プログラム著作者の国籍・実名及び所在，
プログラムの創作年月日，プログラムの概要
②提出書類：プログラム登録申請書とプログラムの概要，プログラムの複製物，委任
状，登録税納付領収書
4．プログラム著作権委託管理
ソフトウェア開発企業が創作活動に専念できるように委託管理機関が製品に対する
広報及び利用者との連携を担当することによってソフトウェアの生産意欲を鼓舞し，
利用の便宜を増進できるようにするため，情報通信部長官が指定する機関によってプ
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ログラム著作権委託管理業務がなされている。現在，プログラム審議調停委員会がプ
ログラム著作権を信託管理している。
【資料4】
コンピューター・プログラム保護法
（2007年4月5日施行，2009年4月22日法律による著作権法の一部改正により廃止)
1．コンピューター・プログラムの保護
コンピューター・プログラム保護法は，著作権法の特別法の性格を有するので，コ
ンピューター・プログラムの保護は，著作物に対する権利保護の内容と殆ど同一であ
る。即ち，プログラムの著作権もプログラムが創作されたときに発生し，その権利期
間は50年である。又，プログラム著作権は，プログラム著作者人格権とプログラム著
作財産権とに分けられる。但し，プログラム著作財産権で特別な点は，プログラム使
用者が複製物の滅失毀損または変質等に備えて，当該プログラムを複製する，所謂予
備のバックアップをとることを認めるという点である。
2．登録制度
プログラムの保護においても登録制度は存在する。即ち，プログラム著作者はプロ
グラム創作後1年以内に，（1）プログラムの名称またはタイトル，（2）プログラム
著作者の国籍，実名及び所在地，（3）プログラムの創作年月日，（4）プログラムの
概要を登録することができ，登録されたプログラムは，その登録された年月日に当該
プログラムが創作されたものと推定し，他人が登録したプログラム著作権を侵害した
者は，その侵害行為において過失があったものと推定される効果が得られる。一方，
プログラム著作財産権の変更もまた，これを登録しなければ第三者に対抗することは
できない。
3.管轄権および手続
調停に特に適したタイプの紛争は，著作者の人格権，財産権，隣接権および報酬に
関する紛争である。
CDCCは調停申立の日から3ヵ月以内に，調停の結論を出す。その期間中に何も
結論が出なければ調停は失敗したとみなされる。CDCCの委員長は，調停の申立を
受理した時点で，紛争を4つの調停パネルのいずれか1つに付託する。調停パネルは，
問題を審理するために定められた日時に出席を要求する召喚状を当事者に送達する。
調停パネルの責任者は解決を求める際に，裏付けとなる証拠，証人，文書証拠，宣誓，
専門家意見・その他の関連情報を要求することができる。調停の審理日における当事
者や利害関係者の表明は，口頭でも書面でも行うことができる。
4．著作権審議調停委員会と裁判所の違い
韓国では，著作権侵害が生じた場合，著作権審議調停委員会，または，裁判所の，
いずれにも訴えることができる。
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著作権審議委員会とは，著作権法に基づいて設置された，文化観光部傘下にある，
著作権の紛争処理を行う専門機関である。著作権侵害に対する申し立てが出されると，
詳細な調査を行った上で，紛争当事者に対して，勧告を提示する。この勧告には，著
作権に対する具体的な著作権料が示され，当事者がこれに合意し，署名をした時点で
解決に至ることになる。
著作権審議調停委員会に訴えるメリットとしては，手続費用が数万円から数十万円
と，裁判費用に比べ非常に安いこと，著作権の専門機関であるため，紛争処理が迅速
であること，などが挙げられる。デメリットとしては，提示された勧告が，法的効力
を有するとはいえ，あくまで勧告であるため，強制力がない点である。そのため，当
事者間の話合いが決裂し，解決に至らないケースが多いことが挙げられる。
一方，裁判所は，著作権審議調停委員会と比較すると，裁判費用が高い，訴えを申
し立ててから判決が下されるまで時間がかかる，知的財産権に関する専門家が少ない，
といったデメリットが挙げられている。
また，著作権審議調停委員会と裁判所との間では，情報の共有といった双方の連携
はなく，それぞれが独自に調査を行い，紛争解決にあたっているのが，実状のようで
ある。ちなみに，コンテンツホルダーである著作権団体の多くは，著作権審議調停委
員会の下す勧告が，自らに対して不利な場合が多いため，裁判所に訴えるケースが多
いといわれている。
【付記】
本稿は，平成23～25年度の文科省科学研究費補助金（基盤研究）（C）の交付を受けた
「日本と韓国における知的財産権を巡る紛争解決システムについて」（課題番号
23530109）の一部をなすものである。貴重な資料も転用させていただいた。
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